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めざすまちの姿

1.  福岡市環境基本計画（第三次）の概要

施策の体系
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推進体制

1.  福岡市環境基本計画（第三次）の概要

進行管理

現計画の推進にあたっては、各主体との連携を図り、

地域環境力を向上させていくとともに、

庁内横断的な組織を活用し、各行政分野との整合・調和を

図りながら、有機的に施策を推進することとしている。

現計画の進行管理にあたっては、「PDCAサイクル」を継続

的に実施することで、社会状況の変化等にも柔軟に対応で

きるよう、適切な見直しを実施しながら、計画を確実に推

進することとしている。
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2.  現行計画の検証

（参考） 評価の一例

成果指標
現状値

（基準年度）
実績値

（把握年度）
目標値

（目標年度）
達成状況 総合評価

環境基準（大気質）
の達成率

NO2 100％
（2012年度）

100％
(202３年度)

100％
(2024年度)

Ａ
（3）

★★★
（2.8）

環境基準（有害大気
汚染物質）の達成率

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 100％
（2012年度）

100％
(202３年度)

100％
(2024年度)

Ａ
（3）

環境基準（自動車騒
音）の達成率

95.3％
（2012年度）

95.５％
(202３年度)

100％
(2024年度)

B
（２）

環境基準（ダイオキ
シン類）の達成率

100％
（2012年度）

100％
(202３年度)

100％
(2024年度)

A
（3）

〇総合評価の基準

成果指標のＡ＝３点、Ｂ＝２点、Ｃ＝１点とし、各指標の平均点により評価します。

平均点 評価（基準）

2.5以上 順調に進捗している ★★★

1.5以上2.5未満 概ね順調に進捗している ★★

1.5未満 進捗が遅れている ★

各指標の平均点は
（3+3+2+3）/4
＝2.8点となる

※ 特記事項（外部要因等）を踏まえ、各指標の平均点をベースとした
評価（基準）から、★の増減を行う場合があります。
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○ 成果指標の達成状況の基準

A
目標値に向けたペースを達成
している又は上回っている

B
目標値に向けたペースを下
回っているが、指標は改善して
いる

C
目標値に向けたペースを下
回っており、指標が悪化してい
る

－
数値が把握できないため判定
不能
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施策体系 成果指標 （全34指標）

第
1
章

分
野
別
施
策
の
展
開

第1節 快適で良好な
生活環境のまちづくり

第1項 黄砂・PM2.5などの大気汚染物質への対応 (1)  PM2.5の予測精度

第2項 良好な生活環境の保全 (2)  環境基準（大気質）の達成率 (3)環境基準（有害大気汚染物質）の達成率
（４） 環境基準（自動車騒音）の達成率 （５） 環境基準（ダイオキシン類）の達成率

第3項 気候変動への対応 （６） 都心部における緑被面積

第4項 歴史・景観を活かした美しいまちの実現 （７） 市民のマナーに対する満足度 (8)  自転車放置率

第2節 市民がふれあう
自然共生のまちづくり

第1項 生き物や自然環境の保全・再生と自然のネットワー
クの形成

（９） 全市域における緑被面積 (10)農地面積（農業振興地域の農用地区域内）
(11)森林面積 (12)環境基準（博多湾）の達成率
(13)環境基準（河川水質）の達成率 （14）カブトガニの卵塊・幼生数

第2項 自然からの恵みの持続的利用の促進 (15)身近な緑への満足度 (16)地域の公園の親しみ度
(17)福岡市の農林水産業を守り育てていくべきだと思う市民の割合
(18)学校給食への市内農産物利用割合（野菜） (19)背振少年自然の家 延利用者数
(20)農林業ふれあい施設年間利用者数 (21)海づり公園利用者数

第3項 生物多様性の認識の社会への浸透 (22)生物多様性を理解し、その保全を意識して行動している市民の割合

第3節 資源を活かす
循環のまちづくり

第1項 廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用の推進 (23)ごみ処理量 (24)ごみのリサイクル率

第2項 廃棄物の適正処理の推進 （２５）不法投棄処理量

第3項 水資源の有効利用の促進 （２６）市民1人あたり水使用量

第4節 未来につなぐ
低炭素のまちづくり

第1項 省エネルギーの促進 (27)家庭部門における１世帯あたりのエネルギー消費量
（２８）業務部門における延床面積1㎡あたりのエネルギー消費量

第2項 再生可能エネルギーやエネルギーマネジメントシ
ステムなどの導入・活用

（29）再生可能エネルギーの設備導入量

第3項 低炭素型の都市構造及び交通体系の構築 (30)１日あたりの鉄道・バス乗車人員 （３１）公共交通の便利さへの評価
（３２）都心部への自動車の流入台数

第
2
章

分
野
横
断
型
施
策
の
展
開

第１節 環境の保全・
創造に向けた人づくり・
地域づくり

第1項 環境行動を担う人材の育成 （33）環境教育・学習人材リスト登録者数

第2項 地域環境力の向上

第２節 環境の保全・
創造に向けたしくみづ
くり

第1項 環境配慮のための手続きや規制等の整備・運用

第2項 市民・事業者の自主的な活動等に対する支援

第3項 環境情報の継続的な収集・発信と共有

第３節 ふくおかから
九州・アジアへ

第1項 近隣地域や九州・国内各地域との連携

第2項 国際環境協力の推進 （34）視察・研修受入人数

2.  現行計画の検証

(参考） 施策体系別 成果指標一覧



2.  現行計画の検証

第1節 快適で良好な生活環境のまちづくり

第１章 分野別施策

【主な取組み】

◆ PM2.5の常時監視、成分分析

◆ 交通騒音のモニタリング

◆ 熱中症対策

◆ 緑のカーテンコンテスト

◆ 都心の森１万本プロジェクト

環境基準（大気質(NO2)）の達成率

都心部における緑被面積

100 97 100

基準値
96

目標値
103

50

70

90

110

H19 H24 H29 R2 R4

（％）

（ha）

★★
（２）

★★★
（2.8）

★★
（2）

★★★
（2.5）

【総合評価】

・成果指標の評価結果をベースとした総合評価から、概ね順調に進
捗していると評価する。

・第3項 気候変動への適応については、目標値に向けたペースを下
回っており（成果指標：都心部における緑被面積）、引き続き関係部
局と連携し、気候変動による影響の回避・低減に取り組む必要があ
る。

【主な成果指標】
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第１節 第１項 黄砂・PM2.5などの大気汚染物質への対応

成果指標 現状値
（基準年度）

実績値
（把握年度）

目標値
（目標年度）

達成状況 総合評価

PM2.5の予測精度
見逃し率
48.1%

（2013年度）

50.0％
(2023年度)

30％以下
(2024年度)

C
（1）

★
（1）
↓
★★

(特記事項を踏
まえ、★から星
を増)

総
合
評
価

主
な
取
組

2023年度は、予測情報の提供が必要な高濃度日が２日のうち、１日見逃しがあったものの、平成25年

12月の予測手法の見直し以降、通算の見逃し率は26.0％と目標を達成している。また、全局で環境基準
を達成していることから、概ね順調に進捗しているものと評価する。今後も越境汚染を含めた大気汚染状
況を注視していく。

・PM2.5の常時監視、成分分析

・黄砂・PM2.5予測情報の提供

2.  現行計画の検証
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特記
事項 PM2.5濃度の年平均値は年々減少傾向にあり、2023年度は全局で環境基準を達成した。



第１節 第２項 良好な生活環境の保全

成果指標 現状値
（基準年度）

実績値
（把握年度）

目標値
（目標年度）

達成状況 総合評価

環境基準（大気質）の達成率
NO2 100％
（2012年度）

100％
(2023年度)

100％
(2024年度)

Ａ
（3）

★★★
（2.8）

環境基準（有害大気汚染物質）
の達成率

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 100％
（2012年度）

100％
(2023年度)

100％
(2024年度)

Ａ
（3）

環境基準（自動車騒音）の達成
率

95.3％
（2012年度）

95.5％
(2023年度)

100％
(2024年度)

B
（2）

環境基準（ダイオキシン類）の達
成率

100％
（2012年度）

100％
(2023年度)

100％
(2024年度)

A
（3）

総
合
評
価

主
な
取
組

成果指標の達成状況から順調に進捗していると評価する。法令に基づく監視・指導・検査や、市民への適

切な情報提供も着実に実施されている。

・大気汚染防止法等に基づく審査・監視・指導、常時監視、アスベスト排出等作業における審査、監視・指導

・騒音規制法等に基づく審査・監視・指導、交通騒音のモニタリング

・水質汚濁防止法等に基づく審査・監視・指導、水質調査

2.  現行計画の検証
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第１節 第３・４項 気候変動への適応／歴史・景観を活かした美しいまちの実現

成果指標 現状値
（基準年度）

実績値
（把握年度）

目標値
（目標年度）

達成状況 総合評価

（1-3）
都心部における緑被面積

96ha
（2007年度）

100 ha
(2022年度)

103ha
(2020年度以降)

B
（2）

★★
（2）

（1-4）
市民のマナーに対する満足度

31.5%
（2012年度）

49.5%
（2023年度）

60%
（2024年度）

B
（2）

★★★
（2.5）

（1-4）
自転車放置率

2.0%
（2018年度）

1.3%
（2023年度）

現状維持
（2024年度）

A
（3）

総
合
評
価

主
な
取
組

（1-3）適応
成果指標の達成状況等から概ね順調に進捗していると評価するが、目標値に向けたペースは下回っている

ため、引き続き、関係部局と連携しながら、気候変動による影響の回避・低減に取り組む必要がある。
（1-4）歴史・景観

成果指標の達成状況から、順調に進捗していると評価する。市民や事業者等と共同したモラル・マナーの向
上のための取組みも着実に実施されている。

・緑のカーテンコンテスト

・熱中症対策

・都心の森１万本プロジェクト

2.  現行計画の検証
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2.  現行計画の検証

第２節 市民がふれあう自然共生のまちづくり

第１章 分野別施策

【主な取組み】

◆ 博多湾の水質・底質等のモニタリング

◆ 自然の恵み体験活動 ◆ ふくおかレンジャー育成

◆ 自然環境調査 ◆ 特定外来生物対策

★★
（2.2）

★★
（1.９）

【総合評価】

・成果指標の評価結果をベースとした総合評価から、概ね順調に
進捗していると評価する。

・引き続き、市民や地域等と連携した取組みを実施し、生物多様性
の認識を広く社会へ浸透させ、生物多様性の保全を意識して行動
する市民を増やしていくことが必要である。

【主な成果指標】

★★
（2）

生物多様性を理解し、その保全を意識して行動している市民の割合

14.7
基準値

目標値
35.0

19.9

0

10

20

30

40
（％）

11,730 

基準値
11,054

目標値
現状維持

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

H
30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

森林面積（ha）

12



第２節 第１項 生き物や自然環境の保全・再生と自然のネットワークの形成

成果指標 現状値
（基準年度）

実績値
（把握年度）

目標値
（目標年度）

達成状況 総合評価

全市域における緑被面積
18,864ha

（2007年度）
18,984ha

(2022年度)
現状維持

(2020年度以降)
Ａ
（3）

★★
（2.2）

農地面積
（農業振興地域の農用地区域内）

1,559ha
（2014年度）

1,552ha
(2023年度)

現状維持
(2024年度)

C
（1）

森林面積
11,054ha

（2010年度）
11,730ha

(2020年度)
現状維持

(2024年度)
A
（3）

環境基準（博多湾）の達成率
COD 62.5％
（2012年度）

25.0％
(2023年度)

100％
(2024年度)

C
（1）

環境基準（河川水質）の達成率
BOD 100％
（2012年度）

100％
(2023年度)

100％
(2024年度)

A
（3）

カブトガニの卵塊・幼生数
卵塊：12／幼生：63個体

（2012年度）
卵塊：34／幼生：15個体

（2023年度）
現状維持

（2024年度）
B
（2）

総
合
評
価

主
な
取
組

成果指標の達成状況から概ね順調に進捗していると評価する。生き物や自然環境の保全に向けた施策も
着実に実施されているが、博多湾の環境基準（COD）の達成率は、目標値に向けたペースを下回っており、
引き続き水質改善に向けた取組みが必要である。

・博多湾の水質・底質・生物生息状況等のモニタリング、漁場環境保全対策

・自然環境調査、特定外来生物対策

・緑地の保全・創造、優良農地の確保・保全、耕作放棄地対策

2.  現行計画の検証
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第２節 第２項 自然からの恵みの持続的利用の促進

成果指標
現状値

（基準年度）
実績値

（把握年度）
目標値

（目標年度）
達成状況 総合評価

身近な緑への満足度
31.6%

（2012年度）
31.0%

(2023年度)
55%

(2024年度)
B

（2）

★★
（1.9）

地域の公園の親しみ度
57.7%

（2012年度）
70.1%

(2023年度)
75%

(2020年度以降)
B

（2）

福岡市の農林水産業を守り育ててい
くべきだと思う市民の割合

75.2%
（2012年度）

77.5%
(2023年度)

85%
(2024年度)

B
（2）

学校給食への市内産農産物利用割合
（野菜）
小学校における主要18品目の重量ベース

24.5％
（2012年度）

31.8％
(2023年度)

29.8％
(2024年度※)

A
（3）

背振少年自然の家 延利用者数
28,737人

（2012年度）
15,825人

(2023年度)
30,000人

(2024年度)
C
（1）

農林業ふれあい施設年間利用者数
油山市民の森/油山牧場/花畑園芸公園/市民
リフレッシュ農園（今津・立花寺）

872,920人/年
（2013年度）

900,889人/年
（2023年度）

1,000,000人/年
（2024年度）

B
（2）

海づり公園利用者数
69,719人/年
（2013年度）

44,044人/年
（2023年度）

72,000人/年
（2024年度）

C
（1）

総
合
評
価

主
な
取
組

新型コロナウイルス感染症の影響により、2020年度以降、施設利用者数は減少しているが、成果指標の

達成状況から概ね順調に進捗していると評価する。生物多様性に配慮した都市基盤の整備や生物多様性
の恵みを活かした農水産物の積極的な活用のための施策も着実に実施されている。

・ふくおかレンジャーの育成、自然の恵み体験活動

・今津干潟における里海保全再生活動

・森林整備（下刈・間伐）

※当該指標は「福岡市農林業総合計画」を参照して設定している。目標値については、同計画の目標年度2026年度における目標値をもとに、
環境基本計画の目標年度である2024年度における値を算出して設定している。

2.  現行計画の検証
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第２節 第３項 生物多様性の認識の社会への浸透

成果指標 現状値
（基準年度）

実績値
（把握年度）

目標値
（目標年度）

達成状況 総合評価

生物多様性を理解し、その保全
を意識して行動している市民の
割合

14.7%
（2012年度）

1９.9％
(2023年度)

35.0％
(2024年度)

B
（2）

★★
（2）

総
合
評
価

主
な
取
組

成果指標の達成状況から概ね順調に進捗していると評価するが、目標値に向けたペースを下回っている

ため、 引き続き、市民や地域等と連携した取組みを実施し、生物多様性の認識を広く社会へ浸透させ、生
物多様性の保全を意識して行動する市民を増やしていくことが必要である。

・自然の恵み体験活動（再掲）、干潟生物調査

・今津干潟における里海保全再生活動（再掲）

・博多湾NEXT会議における博多湾環境保全創造の取組み

2.  現行計画の検証
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2.  現行計画の検証

第３節 資源を活かす循環のまちづくり

第１章 分野別施策

★★
（1.5）

★★★
（3）

★★★
（3）

【総合評価】

・成果指標の評価結果をベースとした総合評価から、順調に進捗し
ていると評価する。

・第１項 廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用の推進については、
目標値に向けたペースを下回っており、引き続き古紙、プラスチッ
クごみ、食品廃棄物の重点的減量施策の推進が必要である。

【主な成果指標】

【主な取組み】

◆ 地域集団回収、資源物回収拠点整備

◆ 福岡エコ運動 ◆ プラスチック回収モデル事業

◆ 事業系ごみ分別区分への古紙追加

◆ 資源物持ち去り対策 ◆ 不法投棄対策

リサイクル率
（％）

基準値
87 目標値

39
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第３節 第１項 廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用の推進

成果指標 現状値
（基準年度）

実績値
（把握年度）

目標値
（目標年度）

達成状況 総合評価

ごみ処理量
56.3万t

（2012年度）
50.5万t

(2023年度)
47万t

(2024年度)
B
（2）

★★
（1.5）

ごみのリサイクル率
30.6％

（2012年度）
30.５％

（2022年度）
37%

（2024年度）
C
（1）

総
合
評
価

主
な
取
組

成果指標の達成状況から概ね順調に進捗していると評価するが、リサイクル率については、地域集団回収

等の回収量の減少やペーパーレス化の影響で資源化可能な古紙が減ったことなどにより、リサイクル量が
減少したことで2012年度より微減となっているものと考えられる。循環型社会の構築に向けて、引き続
き、可燃ごみ組成の上位３品目である古紙、プラスチックごみ、食品廃棄物の重点的な減量施策の推進が
必要である。

・「福岡市LINE公式アカウント」を活用した案内、多言語ごみ出し案内サービス

・地域集団回収、資源物回収拠点整備・回収品目拡充

・福岡エコ運動

・プラスチック回収モデル事業

・事業系ごみ分別区分への古紙追加

・事業系ごみ資源化推進ファンド活用

2.  現行計画の検証
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第３節 第２・３項 廃棄物の適正処理の推進／水資源の有効利用の促進

成果指標 現状値
（基準年度）

実績値
（把握年度）

目標値
（目標年度）

達成状況 総合評価

（3-2）
不法投棄処理量

87t
（2012年度）

14t
(2023年度)

39t
(2024年度)

A
（3）

★★★
（3）

（3-3）
市民１人あたり水使用量
（市民一人一日あたりの家事用
水使用量）

201リットル
（2012年度）

198リットル
（2023年度）

現状維持
（2024年度）

A
（3）

★★★
（3）

総
合
評
価

主
な
取
組

（3-2）適正処理
成果指標の達成状況から順調に進捗していると評価する。廃棄物の適正処理推進に向けた施策も着実に
実施されている。

（3-3）水資源
成果指標の達成状況から順調に進捗していると評価する。限られた水資源の有効利用を図る施策や市民
向けの広報啓発等は着実に実施されている。

（3-2）適正処理
・ボトルtoボトルリサイクル、資源物持ち去り防止対策、不法投棄対策

（3-3）水資源
・福岡市水道創設100周年記念事業

2.  現行計画の検証
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2.  現行計画の検証

第4節 未来につなぐ低炭素のまちづくり

19

第１章 分野別施策

【主な取組み】
◆ 住宅用エネルギーシステム導入支援事業

◆ ECOチャレンジ応援事業 ◆ 省エネ最適化診断

◆ ZEB化、ZEH-M化に係る設計費用補助

◆ EV等購入補助、充電設備導入補助

◆ 市有施設における再生可能エネルギー電気の利用拡大

基準値
30.1

目標値
22.1

18.8

0.0
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30.0

40.0

家庭部門における一世帯あたりのエネルギー消費量

248,000 
基準値

111,000 

目標値
300,000 
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400,000

H24H25H26H27H28H29H30R1 R2 R3 R6

再生可能エネルギーの設備導入量

（GJ）

（kW）

【総合評価】

・成果指標の評価結果をベースとした総合評価から、順調に進捗し
ていると評価する。

・第２項 再生可能エネルギーやエネルギーマネジメントシステムな
どの導入・活用については、目標値に向けたペースを下回っている
ものの、着実に進展しており、引き続き再エネ設備導入推進及び再
エネ電気利用拡大の取組みを推進していく。

【主な成果指標】

★★★
（3）

★★
（2）

★★★
（3）



第４節 第１項 省エネルギーの促進

成果指標 現状値
（基準年度）

実績値
（把握年度）

目標値
（目標年度）

達成状況 総合評価

家庭部門における１世帯あたり
のエネルギー消費量

30.1GJ
（2006～2010年度平均）

18.8GJ
(2021年度)

22.1GJ
(2024年度)

A
（3）

★★★
（3）

業務部門における延べ床面積
1m2あたりのエネルギー消費量

1.08GJ
（2006～2010年度平均）

0.79GJ
（2021年度）

0.88GJ
（2024年度）

A
（3）

総
合
評
価

主
な
取
組

成果指標の達成状況から順調に進捗していると評価する。市民・事業者の省エネ行動を促す支援や適切

な情報提供等、環境負荷の少ないライフスタイル等へ向けた取組みも着実に実施されている。
一方、脱炭素社会の実現に向けては、さらなる取組み強化が必要である。

・住宅用エネルギーシステム導入支援事業、ECOチャレンジ応援事業

・ZEB化、ZEH-M化に係る設計費用補助、省エネ最適化診断、省エネ設備導入補助

・EV・FCV購入、充電設備導入補助、次世代自動車展示会の開催、カーシェアリング事業
・市有施設の省エネ対策（LED化、ZEB化）、庁用車のEV・FCV導入、ごみ収集車等の燃料電池自動車
導入

2.  現行計画の検証
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第４節 第２項 再生可能エネルギーやエネルギーマネジメントシステムなどの導入・活用

成果指標 現状値
（基準年度）

実績値
（把握年度）

目標値
（目標年度）

達成状況 総合評価

再生可能エネルギーの設備導入
量

11万1千kW
（2012年度）

24万8千kW
(2021年度)

30万kW
(2024年度)

B
（2）

★★
（2）

総
合
評
価

事
業
実
績

成果指標の達成状況から概ね順調に進捗していると評価する。再生可能エネルギーの普及拡大につい
ては、再生可能エネルギー設備導入の推進と、再生可能エネルギー電気の利用拡大という両面の取組みを
推進していく。

・市有施設へのPPA手法による太陽光発電設備導入

・市有施設における再生可能エネルギー電気の利用拡大

・住宅用エネルギーシステム導入支援事業（再掲）

2.  現行計画の検証
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第４節 第３項 低炭素型の都市構造及び交通体系の構築

成果指標 現状値
（基準年度）

実績値
（把握年度）

目標値
（目標年度）

達成状況 総合評価

１日あたりの鉄道・バス乗車人
員

112万１千人
（2012年度）

104万6千人
(2022年度)

120万人
(2024年度)

C
（1） ★★

（2.3）
↓

★★★
(特記事項を踏
まえ、★★から
星を増)

公共交通の便利さへの評価
77.4%

(2012年度）
81.8%

（2023年度）

現状維持
(80%程度を維持）

（2024年度）

A
(3)

都心部への自動車の流入台数
88,600台/12h

(2013年度）
81,390台/12h
（2023年度）

87,000台/12h
（2022年度※）

A
（3）

特
記
事
項

主
な
取
組

成果指標「１日あたりの鉄道・バス乗車人員」については、近年、増加傾向にあり、2019年度実績値は
130万８千人と順調に推移してきた。その後、新型コロナウイルス感染症の影響により、2020年度以降
は減少していたが、徐々に回復してきている。

・地下鉄七隈線天神南～博多間の延伸区間の開業

・博多港カーボンニュートラルポート形成計画の策定

総
合
評
価

新型コロナウイルス感染症の影響を除くと、成果指標の達成状況は順調に進捗していると評価でき、低炭
素型の交通体系に向けた取組みは着実に実施されている。

2.  現行計画の検証

22

※「福岡市都市交通基本計画」の成果指標で、目標年度は2022（R4）年度。現在、計画改定に向けた検討を進めている。



2.  現行計画の検証

環境の保全・創造に向けた人・地域・しくみづくり
ふくおか から 九州・アジアへ

第2章 分野横断型施策

23

【主な取組み】

◆ 環境フェスティバルふくおかの開催

◆ 未来へつなげる環境活動支援事業

◆ 環境影響評価の推進 ◆ 国連ハビタット事業（ヤンゴン市）

◆ ラブアース・クリーンアップ ◆ 福岡都市圏環境行政推進協議会

基準値
44 

目標値
80 
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環境教育・学習人材リスト登録者数

視察・研修受入人数

【主な成果指標】

★★★
（3）

★★
（2）

★★
（2）

・成果指標の評価結果をベースとした総合評価から、概ね順調に
進捗していると評価する。

・第１項 環境の保全・創造に向けた人づくり・地域づくりの成果指
標である「環境教育・学習人材リスト登録者数」は順調に推移して
おり、引き続き環境行動の推進を担う人材の育成や環境教育・学
習のための取組みを推進していく。

【総合評価】

544
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第１節 第１・２項 環境行動を担う人材の育成／地域環境力の向上

成果指標 現状値
（基準年度）

実績値
（把握年度）

目標値
（目標年度）

達成状況 総合評価

環境教育・学習人材リスト登録者数
44人

（2013年度）
78人

(2023年度)
80人

(2024年度)
A
（3）

★★★
（3）

主
な
取
組

・環境わくわく出前授業、副読本の作成

・環境フェスティバルふくおかの開催

総
合
評
価

成果指標の達成状況から順調に進捗していると評価する。引き続き環境行動の推進を担う人材の育成や、
環境教育・学習のための取組みを着実に実施していく。

2.  現行計画の検証
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第２節 第１～３項 環境配慮のための手続きや規制等の整備・運用／

市民・事業者の自主的な活動等に対する支援／環境情報の継続的な収集・発信と共有

主
な
取
組

・環境影響評価の推進、環境配慮指針の適切な運用

・福岡市環境行動賞、未来へつなげる環境活動支援事業

総
合
評
価

環境影響評価制度等の適切な運用及び表彰・助成による市民・事業者の自主的な活動の支援、環境情報
の収集及び調査・研究などの施策は着実に実施されており、概ね順調に進捗していると評価する。

成果指標 現状値
（基準年度）

実績値
（把握年度）

目標値
（目標年度）

達成状況 総合評価

成果指標なし ー ー ー ー
★★
（２）

2.  現行計画の検証
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第３節 第１・２項 近隣地域や九州・国内各地域との連携／国際環境協力の推進

成果指標 現状値
（基準年度）

実績値
（把握年度）

目標値
（目標年度）

達成状況 総合評価

視察・研修受入人数
602人

（2011年度）
544人

(2023年度)
1,700人

(2022年度※)
C
（1）

★
（１）
↓
★★

(特記事項を踏
まえ、★から星
を増)

主
な
取
組

・国連ハビタット事業（ヤンゴン市）、JICA課題別・国別研修、「福岡方式グローバルネットワーク」設立

・福岡都市圏環境行政推進協議会

・ラブアース・クリーンアップ

総
合
評
価

国際情勢の変化や新型コロナウイルス感染症の影響等により、視察・研修受入人数はピーク時より減少し
ているが、「福岡方式グローバルネットワーク」を通じて、福岡方式のさらなる普及促進に取り組むなど、国
際環境協力の施策は着実に実施されており、概ね順調に進捗していると評価する。

2.  現行計画の検証

26

※福岡市基本計画の策定に合わせ、目標値の検討を行う。

特
記
事
項

・視察・研修受入人数については、2018年度実績値は1,375人と増加傾向で推移していたが、 2019年
度以降、国際情勢の変化や新型コロナウイルス感染症の影響等を受けている。
・一方、令和４年度に、福岡方式の導入・維持管理における協力関係を構築するための国際的な推進組織
である「福岡方式グローバルネットワーク」を設立し、国内外の技術者の人材育成や福岡方式の適正な技
術移転に係る取組みを推進している。



2.  現行計画の検証 （総括）

（総括）

27※各軸の値は、各節の総合評価結果（目標達成度を３段階で評価したもの）の平均値を表している。

 全ての分野で概ね目標を達成しているが、引き続き各分野において、更なる取組みの推進が必要。

なお、 「市民がふれあう自然共生のまちづくり」については、他分野と比較して目標の達成度が低く、

取組みの強化が必要。

 一方で、現行計画の成果指標について、社会情勢の変化等に伴い、施策の進捗状況を的確に把握・評価

できていない項目が一部あり、指標の見直し・検討が必要。

計画全体の評価



2.  現行計画の検証 （総括）

① 普遍的な指標になっていない （時代の変化に合わなくなっている）

③ 外的要因の影響が大きい

例 「国際環境協力の推進」の成果指標 ⇒ 「視察・研修受入人数※」
※アジア都市研究所の「国際視察・研修プログラム参加者数=環境以外の分野を含む

例 「PM2.5の見逃し率」 ⇒ 基準超過日の発生日数自体が大きく減少 （H25年:２７日/年 → R3年:0日）

例 「自然からの恵みの持続的利用の促進」の成果指標 ⇒ 「背振少年自然の家利用者数」

② 施策の一側面しか表せていない（事業レベルの指標）

28

現行計画の「成果指標」の課題

・ 施策全体の進捗状況を表すことができる「的確」かつ「包括的」な指標

・ 外的要因の影響を受けづらく、「長期的」に測定・評価できる指標

・ 市民等の行動や意識の変化で計画の進捗が確認できる「定性的」な指標

⇒ 上記要素を組み合わせた指標の設定について検討していく

※ 事業レベルの指標は部門別計画等で管理し、社会経済の変化等にも柔軟に対応するとともに、
必要に応じて指標や目標値を見直す

検討の方向性
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温室効果ガス排出量 削減目標

163 139

186
144

302

88

257

81

2013年度 2030年度

2030年度目標

目標① 市域の温室効果ガス排出量：50％削減
目標② 市外への温室効果ガス削減貢献量、吸収量：100万t-CO2

※基準年度：2013年度、計画期間：2022～2030年度

チャレンジ目標 2040年度 温室効果ガス排出量 実質ゼロ

▲50％

家庭部門

業務部門

自動車部門

その他※

451（万トン）

907（万トン）

※その他：廃棄物、産業、運輸（自動車除く）、フロン類、メタン等

2013年度
（基準年度）

2030年度
（目標）

３.  福岡市の環境の現況・課題 （脱炭素）
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50 55 59 63 66 71 72 74 76 

113 110 115 111 103 101 93 92 92 
139 

186 191 186 186 184 182 180 160 160 
144 

302 281 242 221 209 153 160 191 172 

88 

257 236 
212 

196 189 

136 137 
168 

135 

81 

907 873
813

777 752

642 641 
684 

0.617 0.598 0.528 0.483 0.463
0.347 0.370

0.479
0.382

-2.00

-1.00

0.000

0

200

400

600

800

1,000

2013年度

（平成25年度）

〔基準年度〕

2014年度

（平成26年度）

2015年度

（平成27年度）

2016年度

（平成28年度）

2017年度

（平成29年度）

2018年度

（平成30年度）

2019年度

（令和元年度）

2020年度

（令和2年度）

2021年度

（令和3年度）

2030年度

（令和12年度）

※ 電気の二酸化炭素排出係数は、環境省・経済産業省公表「電気事業者別排出係数(特定排出者の温室効果ガス排出量算定用)」 の九州電力(株)の値
※ 四捨五入の関係のため、排出量の内訳と総量が一致しない場合がある。
※ 二酸化炭素その他部門：産業部門（農林水産業、建設鉱業、製造業）、運輸部門（鉄道，船舶）、エネルギー転換部門（熱供給事業）、廃棄物部門

CO2
559万トン

■家庭部門 ■業務部門 ■自動車部門 ■CO2その他部門 ■CO2以外のガス

635
万トン

▲30％ 2030年度目標
▲50％

（万トン）

451
万トン

市内の温室効果ガス排出量

◆ 2021年度の温室効果ガス排出量は635万トンと推計（基準年度（2013年度）比 30％減少）

３.  福岡市の環境の現況・課題 （脱炭素）
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2021年度の温室効果ガス排出量の内訳

家庭部門
24%

自動車部門
29%

業務部門※

31%

廃棄物
部門
5%産業

部門等
9%鉄道、

船舶
３%

福岡市
二酸化炭素
559万トン
（2021年度）

温室効果ガス総排出量（推計）内訳
（エネルギー種別）

二酸化炭素総排出量（推計）内訳
（部門）

※業務部門：商業、サービス、事業所等

福岡市
温室効果ガス

635万トン
（2021年度）

電気※

41%

都市
ガス
6%

LPG
4%

ガソリン等
25%

フロン類、
メタン等

12%その他
4%

二酸化炭素 88%

重油、
灯油等
9%

※国のマニュアルに基づき、電気は電気事業者による
発電に伴い排出された二酸化炭素が分配されており、
需要側の排出として算定している

※ 四捨五入の関係のため、割合の合計が100％を超える

＜参考＞全国

家庭
部門
15%

自動車
部門
15%

業務
部門

18%

廃棄物部門 3%

エネルギー
転換
部門等

12%

鉄道、船舶等
2%

全国
二酸化炭素

10億6400万トン
（2021年度）産業

部門
35%

◆ 温室効果ガス排出量の約４割が電気由来、次に自動車燃料由来が多い
◆ 部門別では、家庭、業務、自動車部門で二酸化炭素排出量の84%を占める

３.  福岡市の環境の現況・課題 （脱炭素）
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市内のエネルギー消費量

◆ 福岡市における2021年度のエネルギー消費量は6,734万GJ(ギガジュール)で、前年度比２％増加、基準年度
（2013年度）比15％の減少となった。

◆ 業務部門は前年度及びコロナウイルス感染症の拡大前の2019年度より増加、
自動車部門は前年度より微増となった。
（万GJ）

911 863 964 978 899 948 810 784 839 

2,769 2,851 2,772 2,771 2,745 2,715 2,685 2,381 2,388 

2,252 2,192 2,122 2,120 2,106 1,907 1,906 
1,808 1,957 

2,011 1,897 1,882 1,852 1,848 
1,656 1,618 

1,638 1,551 

7,944 7,802 7,740 7,720 7,598 
7,226 7,019 

6,612 6,734 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2013年度
（平成25年度）

〔基準年度〕

2014年度
（平成26年度）

2015年度
（平成27年度）

2016年度
（平成28年度）

2017年度
（平成29年度）

2018年度
（平成30年度）

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和2年度）

2021年度
（令和3年度）

基準年度比
▲15％

※ 1万GJ（ギガジュール）＝１0兆J（ジュール）
※ 四捨五入の関係のため、消費量の内訳と総量が一致しない場合がある。
※ その他：産業部門（農林水産業、建設鉱業、製造業）、運輸部門（鉄道，船舶）、エネルギー転換部門（熱供給事業）

３.  福岡市の環境の現況・課題 （脱炭素）
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世帯あたりのエネルギー消費量

◆ 2021年度の世帯あたりのエネルギー消費量は18.8GJ/世帯で、減少傾向が続いている。
◆ 減少要因としては、LED照明の普及や家電製品の買替にあわせた省エネ型機器への移行等が考えられる。

家庭部門

147.1 148.4 149.7 151.2 152.6 153.8 155.1 156.1 156.8

72.3 73.4 74.7 76.0 77.4 78.7 80.2 81.4 82.5

27.8
25.8 25.2 24.4 23.9

21.0 20.2 20.1
18.8

0

50

100

150

200

250

300

0

5

10

15

20

25

30

2013年度
（平成25年度）

〔基準年度〕

2014年度
（平成26年度）

2015年度
（平成27年度）

2016年度
（平成28年度）

2017年度
（平成29年度）

2018年度
（平成30年度）

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和2年度）

2021年度
（令和3年度）

人口（万人） 世帯数（万世帯） 世帯あたりのエネルギー消費量（GJ/世帯）

（GJ/世帯） （万人，万世帯）

基準年度比
▲32％

※ 福岡市の人口、世帯数は福岡市住民基本台帳人口

３.  福岡市の環境の現況・課題 （脱炭素）
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業務系建物床面積あたりのエネルギー消費量

◆ 数値は減少傾向であったが、2020年以降は新型コロナウイルス感染拡大防止と社会経済活動を両立させる
動きが進んだことなどにより、横ばいとなっている。

業務部門

24.0 24.0 24.2 24.1 24.3 24.4 24.5 24.6 24.8

0.94 0.91
0.88 0.88 0.87

0.78 0.78
0.73

0.79

0

5

10

15

20

25

30

35

40

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

2013年度
（平成25年度）

〔基準年度〕

2014年度
（平成26年度）

2015年度
（平成27年度）

2016年度
（平成28年度）

2017年度
（平成29年度）

2018年度
（平成30年度）

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和2年度）

2021年度
（令和3年度）

業務系建物延床面積（百万㎡） 床面積あたりのエネルギー消費量（GJ/㎡）

（百万㎡）（GJ/㎡）

※業務系建物延床面積は、福岡市統計書（建築・住宅 家屋の状況)、公共施設の延床面積等から推計

基準年度比
▲16％

３.  福岡市の環境の現況・課題 （脱炭素）
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自動車１台あたりのエネルギー消費量

◆ 2021年度の1台あたりのエネルギー消費量は32.3GJ/台で、減少傾向が続いている。
◆ 減少要因としては、ハイブリッド車の普及等による燃費性能の向上などに加え、2020年度以降は新型コロナウイルス

感染症による外出自粛の影響等が考えられる。

自動車部門

139 147 152 156 158 162 163 166 168 

431 432 434 441 445 448 450 451 453 

2.5 2.5 2.5 2.6 2.6 2.6 2.6 2.6 2.586.8 85.8 84.9 84.2 84.1 84.3 84.5 85.4 86.427.7 27.7 28.3 28.6 28.9 29.3 29.6 29.5
29.8687 694 703 712 719 725 730 734 739 

40.3 41.1
39.5 38.9 38.2 37.4 36.8

32.4 32.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

2013年度
（平成25年度）

〔基準年度〕

2014年度
（平成26年度）

2015年度
（平成27年度）

2016年度
（平成28年度）

2017年度
（平成29年度）

2018年度
（平成30年度）

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和2年度）

2021年度
（令和3年度）

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

軽乗用車(千台) 乗用車(千台) バス(千台)

軽・小型貨物車(千台) 普通貨物車・特殊車(千台) 1台当たりのエネルギー消費量(GJ/台)

（千台）（GJ/台）

※１ 数値は車種別市内の保有自動車台数（出典：福岡市統計書）
※ 四捨五入の関係のため、排出量の内訳と総量が一致しない場合がある。

基準年度比
▲20％

※１ ※１ ※１
※１ ※１

３.  福岡市の環境の現況・課題 （脱炭素）
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（参考）自動車部門のCO２排出量（車種別） 自動車部門

26 29 22 22 23 24 22 20 19 

73 73 
73 73 71 70 68 

57 55 

2 2 
2 2 2 2 2 

2 2 

29 30 40 39 37 34 34 

30 30 

56 57 49 50 52 53 54 

52 56 

186 191 186 186 184 182 180 

160 160 

0

50

100

150

200

2013年度
（平成25年度）

〔基準年度〕

2014年度
（平成26年度）

2015年度
（平成27年度）

2016年度
（平成28年度）

2017年度
（平成29年度）

2018年度
（平成30年度）

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和2年度）

2021年度
（令和3年度）

軽乗用車 乗用車 バス 軽・小型貨物車 普通貨物車・特殊車

貨物車
86万トン

乗用車
74万トン

バス2万トン

（台数：620,685台）

（台数：116,252台）

※ 四捨五入の関係のため、消費量の内訳と総量が一致しない場合がある。
※ 福岡市統計書（自動車保有台数）と環境省「運輸部門（自動車）CO2排出量推計データ」から推計

（万トン）

万トン

３.  福岡市の環境の現況・課題 （脱炭素）
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市域の再生可能エネルギー設備容量

2.7 4.1
6.5

8.7 10.2 10.9
12.7 13.4 14.0 15.7 16.5

7.0
7.0

7.0

7.0

8.2 8.3
8.3 8.3 8.3

8.3
8.3

0.01 
0.01 

0.01 

0.04 

0.03 0.03 
0.04 0.04 0.04 

0.04 0.04 

9.6
11.1

13.5
15.7

18.4 19.1
21.1 21.7 22.3

24.0 24.8

0

5

10

15

20

25

2011年度
平成23年度

2012年度
平成24年度

2013年度
（平成25年度）

2014年度
（平成26年度）

2015年度
（平成27年度）

2016年度
（平成28年度）

2017年度
（平成29年度）

2018年度
（平成30年度）

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和2年度）

2021年度
（令和3年度）

太陽光 バイオマス 小水力・小型風力

※ 市有施設には、福岡都市圏南部工場、瑞梅寺浄水場、乙金浄水場を含む
※ FIT制度： 再生可能エネルギーで発電した電気を、電力会社が一定価格で一定期間買い取ることを国が約束する制度（固定価格買取制度）

（万kW) （万kW)

◆ 市域の再生可能エネルギー設備容量は、2012年に開始された固定価格買取（FIT）制度を活用した民間での
太陽光発電設備の導入拡大により、2021年度は制度開始前と比較し２倍以上に増加している。

◆ 主に売電が主目的となる発電容量10kW以上の太陽光発電設備の導入は、減少している。
※１ 民間施設（系統接続）と市有施設等での設備導入の合計値

再エネ

３.  福岡市の環境の現況・課題 （脱炭素）
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市役所におけるエネルギー起源二酸化炭素排出量の推移

24.4 23.9 23.2 
21.1 20.7 19.8 

15.8 16.5 
19.7

10.7 
7.3

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

2013
【基準年度】

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2030

(万トン)

（万トン）

◆ 2022年度の市役所業務にかかるエネルギー起源二酸化炭素排出量は10.7万トンであり、前年度から 9万トン減少
（前年度比46％削減、基準年度（2013年度）比では56％減少）

◆ 令和４（2022）年度は、市有施設約1,200施設において、使用電力の再エネ電気への切り替え
を実施し、市役所の購入電力量の約47％分を再エネ化したことにより基準年度比で56％削減した。
⇒１.6億kWhの電気の再エネ化、7万トンのCO２削減効果

市役所

３.  福岡市の環境の現況・課題 （脱炭素）
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2030年度目標
▲70％

基準年度比
▲56％

（令和４年度）



熱中症対策

◆ 地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進する「福岡市温暖化対策推進会議」の下に「熱中症対策部会」を
設置し、熱中症の予防に向けた啓発・注意喚起に取り組んでいる。

３.  福岡市の環境の現況・課題 （脱炭素）
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○ 暑さ指数の情報提供

・地域の高齢者を見守る活動を行う市社会福祉協議会ボランティアの
方に暑さ指数計を提供し、高齢者への熱中症予防の声かけを支援。

・天神エリア大型ビジョン等で予防行動を促す動画を放映。

・ホームページ、LINE、防災メール等を活用し、暑さ指数の予測情報を提供
・令和6年度からは、熱中症特別警戒アラート等の注意喚起も実施

○ デジタルサイネージを活用した熱中症予防動画の放映

○ 高齢者への熱中症予防啓発

福岡市における
熱中症対策の成果

熱中症予防動画LINEホームページ



現況を踏まえた課題

施策の方向性

家庭部門

業務部門

自動車部門 住宅や機器の省エネの推進、再エネの利用拡大
 脱炭素型ライフスタイルへの転換

 建築物や機器の省エネの推進、再エネの利用拡大
 脱炭素経営への移行
 イノベーションの積極的な取り込み

 公共交通等の利用、シェアリングの推進
 自動車の脱炭素化の推進

 設備導入、再エネ電気の利用拡大
 エネルギーマネジメントシステムの導入普及促進

再エネ

適応策  防災、健康等の様々な分野での適応策の推進

・ 引き続き、市内のCO2排出量の８割以上を占める家庭、業務、自動車部門における集中的な取組みが必要。
・ 市民・事業者に範を示すため、市内最大の温室効果ガス排出事業者でもある市役所が、率先して脱炭素に取り組んでいくことが必要。
・ 産学官連携等を通して、カーボンニュートラルを加速させる新たな技術の社会実装や普及に取り組んで行くことが必要。
・ 今後国連へ提出が予定されている国の2035年目標を踏まえ、本市でも2035年目標の設定に向けて検討を進めていくことが必要。
【家庭部門・業務部門】
○ 脱炭素社会の実現には、日常生活における一人ひとりの取組みの積み重ねが重要であり、市民や事業者の理解、共感を広げ、

脱炭素型ライフスタイル・ビジネススタイルへの転換を促進していくことが必要。
○ 業務部門は最大の排出部門であり、 排出量が多く排出削減義務のある大企業に加え、市内事業所の９割以上を占める中小企業等

にも脱炭素経営を促進する取組みが必要。
【自動車部門】
○ 公共交通等の利用、車両のシェアリングなど、環境にやさしい移動手段の活用を促進するとともに、車両の更なるEV,FCV化が必要。
〇 自動車部門の排出量の約５割が貨物車からの排出であり、貨物車の脱炭素化に係る対策の強化も必要。

【再エネ】
○ 引き続き太陽光を中心とした再エネ設備の導入や蓄電池、エネルギーマネジメントシステムの普及拡大を推進するとともに、耐荷重の小さい屋根や

壁面等にも設置可能な次世代型太陽電池の実装に向けた取組みを進めていくことが必要。
【適応】
○ 災害の増加や熱中症リスクの増加など、気候変動の影響が顕在化・深刻化しており、適応策の更なる推進が必要。

３.  福岡市の環境の現況・課題 （脱炭素）
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ごみ処理量の推移

◆ 令和５年度のごみ処理量については、令和４年度と比べ、約２千トン減少し、約50万５千トンとなった。
◆ 家庭ごみ処理量については、令和４年度と比べ、約８千トン減少し、約27万５千トンとなった。
◆ 事業系ごみ処理量については、令和４年度と比べ、約６千トン増加し、約23万トンとなった。

292,078 302,104 292,854 282,951 275,161 292,000 287,000 

272,895 226,131 217,484 223,505 229,562 249,000 243,000 

564,973 
528,235 510,338 506,456 504,723 

541,000 530,000 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

R1年度
(基準年度)

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R7年度
(中間目標)

R12年度
(目標年度)

（トン） 家庭ごみ処理量 事業系ごみ処理量
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３.  福岡市の環境の現況・課題 （資源循環）



市民１人１日あたりの家庭ごみ処理量（家庭ごみ原単位）

◆ 令和５年度の家庭ごみ原単位は458g/人・日で、人口が増加する中、ごみ処理量が令和４年度と比べ約８千トン減少
したことにより、17g/人・日減少した。

推計人口 1,592,657
（※） 1,612,392 1,619,585 1,631,409 1,642,571 1,638,000 1,649,000

※令和元年度の家庭ごみ原単位及び推計人口は計画値。

268,796 274,666 268,065 260,306 253,538 

292,000 287,000 
17,014 19,787 17,041 15,275 14,339 
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275,161292,078 302,104 292,854 282,951

３.  福岡市の環境の現況・課題 （資源循環）
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資源化可能な古紙 資源化困難な古紙 紙おむつ等
食品廃棄物 プラスチック類 その他

27.5 26.8
25.4

家庭系可燃ごみの組成

◆ プラスチックごみについては、プラスチック資源循環促進法の施行後、市民・事業者の発生抑制等の取組みが進んだことから、
令和４年度以降、減少が続いていると考えられる。

◆ 資源化可能な古紙の処理量については、デジタル化の進展によるペーパーレス化などにより、年々減少している。

割合 重量

包装用ビニール袋 0.3％ 0.1

レジ袋 1.1％ 0.3

その他容器包装 12.4％ 3.1

発泡トレイ 0.5％ 0.1

ペットボトル（混入） 0.6％ 0.2

その他（製品プラ等） 4.6％ 1.2

計 19.5％ 4.9

３.  福岡市の環境の現況・課題 （資源循環）
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プラスチック類内訳 単位：万トン

割合 重量

段ボール 1.0% 0.3

新聞 0.8% 0.2

雑誌・広告 2.8% 0.7

包装に用いられた紙 3.5% 0.9

紙パック 0.5% 0.1

その他紙類 4.1% 1.0

計 12.7％ 3.2

資源化可能な古紙内訳 単位：万トン

26.9
26.0

家庭系可燃ごみの内訳



１事業所１日あたりの事業系ごみ処理量（事業系ごみ原単位）

◆ 令和５年度の事業系ごみ原単位は9.8kg/所・日で、令和４年度に比べ、ごみ処理量が約６千トン増加した
ことにより、0.2kg/所・日の増加となった。

※事業所数は法人市民税における課税事業所数。令和５年度の事業所数が公表前のため、令和４年度の事業所数を用いて算出している。

事業所数 59,004 60,378 62,201 64,009 64,009
（※） 64,000 68,000
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３.  福岡市の環境の現況・課題 （資源循環）
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事業系可燃ごみの組成

◆ 事業系ごみ処理量については、古紙や食品廃棄物の発生抑制・資源化等が進んでいる一方で、令和５年５月に
新型コロナウイルス感染症が５類に移行し、経済活動が再開するなど、新型コロナの影響が縮小したことにより、
令和４年度から増加したと考えられる。
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（万トン）

事業系可燃ごみの処理量の内訳

資源化可能な古紙 資源化困難な古紙 紙おむつ等
食品廃棄物 プラスチック類 その他

19.4 18.8

３.  福岡市の環境の現況・課題 （資源循環）
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24.0

18.5
19.3

R1 R2 R3 R4 R5

6,559 5,235 5,558 6,124 6,953

【参考】食品廃棄物資源化施設受入量 単位：トン

※～R4は飼料化施設、R5は飼料化施設及びメタン化施設の合計量

（十億円）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

340,000

360,000

380,000

400,000

420,000

R1 R2 R3 R4 R5
サービス産業売上高 訪日外客数

（万人）
【参考】サービス産業売上高と訪日外客数

総務省統計局「サービス産業動向調査」
日本政府観光局（JNTO）「訪日外客統計」から作成



清掃工場・最終処分場

◆清掃工場については、可燃ごみ約46万トンを焼却し、余熱で約２億4,500万kWhを発電。これは一般家庭
約7万６千世帯分の年間電力使用量に相当し、CO2排出削減効果は約11万3千トン。

◆ 最終処分場については、不燃ごみや焼却灰など約10.3万トンを処分しており、埋立容量約748万トンのうち、
令和６年３月末時点の埋立量は約468万1千トンで、残余容量は約279万9千トン。

３.  福岡市の環境の現況・課題 （資源循環）
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清掃工場

西部工場 臨海工場

福岡ｸﾘｰﾝｴﾅｼﾞｰ 東部工場 福岡都市圏南部工場

最終処分場

写真提供：福岡市消防局

埋立範囲

西部（中田）埋立場 東部（伏谷）埋立場
写真提供：福岡市消防局

埋立範囲

西部工場再整備の検討
令和５年度は入札公告に向けた新工場の仕様等を検討した。
また、各検討と並行して、環境アセスメント手続きを実施した。

(R６.３)

埋立場 西部（中田） 東部（伏谷） 合計

埋立容量 238万トン 510万トン 748万トン

既埋立量 114万3千トン
（48％）

353万8千トン
（69％）

468万1千トン
（63％）

総残余容量：約279万9千トン



現況を踏まえた課題

施策の方向性

古紙 食品

プラ

 ぺーパーレス化の促進
 雑がみの認知度向上
 社会情勢の変化に対応した資源物回収システムの確立

 プラスチック分別収集導入、リサイクル体制の確立
 代替素材（バイオプラスチック等）の普及促進
 海洋プラスチックごみ対策の推進

 食品ロス対策の推進
 食品廃棄物の資源化推進

適正処理等

 安定的な廃棄物処理体制の構築
 廃棄物処理におけるGHG排出量削減
 不法投棄対策・持ち去り対策の推進

可燃ごみ組成の上位３品目である古紙、プラスチックごみ、食品廃棄物の３品目について、引き続き重点的な減量施策が必要。

【古紙】
○ 家庭ごみに含まれる資源化可能な古紙は約３万トンで、その９割が雑がみであり、雑がみの認知度向上及び適正な分別が必要。
○ 単身世帯の増加や少子高齢化等の社会情勢の変化に対応した、資源回収方法の検討が必要。

【プラスチック】
○ 令和４年４月にプラスチック資源循環促進法の施行に伴い、プラスチックの分別収集が努力義務化。

福岡市においても、令和８年度以降のプラスチック分別収集導入に向けて、効率的な収集・リサイクル体制の構築の検討が必要。

【食品廃棄物】
○ 家庭ごみに含まれる食品廃棄物は約８万トンで、そのうち約１万トンが手つかず食品となっており、食品ロス削減の推進が必要。
○ 事業所から排出される可燃ごみの約２割を占める食品廃棄物について、メタン化施設への誘導策を検討する等、更なる資源化推進が必要。

【適正処理】
○ （仮称）新西部工場基本計画に基づき、令和13年頃の新工場稼働開始に向けて、適正かつ確実に手続きを進めていくことが必要。

３.  福岡市の環境の現況・課題 （資源循環）
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生物多様性の保全

◆ 「生物多様性を理解し、その保全を意識して行動している市民の割合」は増加傾向であるが、目標値を下回っている。
◆ 生物多様性の保全につながる行動について、「現在実行している行動」から「今後実行したい行動」の回答割合が大きく

増えたものは、「フェア・トレード商品の購入」や「生物多様性に配慮した企業の商品やサービスを選ぶ」等であった。

生物多様性を理解し、その保全を意識して
行動している市民の割合

80.9

82.4

52.3

33.3

37.6

13.1

0 50 100

フェアトレード商品の購入を通じて、発展
途上国の適正な産業活動と生産地の環

境を守る

生物多様性の保全に貢献している企業
の商品やサービスを選ぶ

自然観察や美化活動など、生物多様性
に関わる観察・調査・保全・再生活動に

参加する

実行している 実行したい

生物多様性の保全につながる行動について
（福岡市 「令和４年度 市政に関する意識調査）

３.  福岡市の環境の現況・課題 （自然共生）
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生物多様性の保全

◆生物多様性基本法に基づく地域戦略として平成24年５月に「生物多様性ふくおか戦略」を策定し、生物多様性の重要性を
広く社会へ浸透させるために取組みを推進。

【将来像】市民が多様な生き物とその生息地である自然環境の保全・再生・育成に取り組み、百年後も豊かな自然と共生し、
その恵みに支えられ、命をつなぐ未来都市「ふくおか」

国内外の状況

R4.12 「昆明・モントリオール生物多様性枠組」採択

R5.3 「生物多様性国家戦略2023-2030」閣議決定
ネイチャーポジティブの実現を目指す

３.  福岡市の環境の現況・課題 （自然共生）
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R6.3 「ネイチャーポジティブ経済移行戦略」策定
ネイチャーポジティブ経営への移行が単なるコストアップ
ではなくオポチュニティでもあることを示すことが狙い

○森の恵み体験活動（R6nd～自然の恵み体験活動）
・森で活動しているNPOやボランティア団体と共働し、森の機能・特徴
を学び、恵みを体験する活動を実施。
・森里川海全体の大切さを学ぶ活動を実施。
・環境保全活動を行っているNPO等によるパネル展を実施。
R5nd参加人数等：森のワークショップ 14人

森里川海のつながり体験 66組（延べ）
パネル展 16団体

○ふくおかレンジャー
・地域において自然の大切さや楽しみ方を伝えていく人材の育成、活
動支援等を実施。
レンジャー育成数（累計：R5nd時点）：216人

○里海保全再生活動
・今津干潟において、カブトガニの産卵幼生調査や環境保全活動、
小学生を対象にカブトガニ学習会等を実施して、干潟の保全再生を
推進。
R5nd参加人数：カブトガニ学習会（今津小４年生）33人

干潟生き物観察会（今津小２年生）33人



博多湾の保全

COD環境基準達成状況

３.  福岡市の環境の現況・課題 （自然共生）
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CO
D7

5%
値

◆ CODは環境基準点８地点のうち２地点で環境基準を達成（R5）。H５年度頃をピークに低減傾向にあり、近年は概ね
横ばいで推移。

◆ 全窒素は中部海域と西部海域で環境基準を達成（R5）。
◆ 全リンはH10年度以降、全ての海域で環境基準を達成しているものの、西部海域においてリン不足が懸念されている。



博多湾の保全

◆ 貧酸素水塊は年変動はあるものの、継続的に確認されている。
◆ 博多湾の底生生物は、貧酸素による減少とその後の回復を繰り返しながら、概ね横ばいで推移している。
◆ 海藻類の種類について、今津・能古島・志賀島のいずれの場所においても、同程度で推移している。

② 底生生物の種数の経年変化

３.  福岡市の環境の現況・課題 （自然共生）
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① 貧酸素の発生地点数の推移
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③ 海藻・海草（アマモ）植生調査

緑藻類 褐藻類 紅藻類 海草類

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

発生

地点数

12地点

/16地点

12地点

/16地点

14地点

/16地点

15地点

/16地点

12地点

/16地点

14地点

/16地点

12地点

/16地点

13地点

/16地点

10地点

/16地点

6地点

/16地点



緑の保全

◆ 全市域における緑の面積は120ha増加。「創出系の緑」により、失った「保全系の緑」を補うことで、緑の総量を維持。
◆ 市内の緑による二酸化炭素吸収量は増加。特に森林による吸収量が増加。

緑被率（町丁目別） 全市域における緑の面積

市内の緑による二酸化炭素吸収量

３.  福岡市の環境の現況・課題 （自然共生）

15,222 14,895 

3,642 ４,０89

H19 R04

18,864 18,９84
＋120 創出系の緑（＋447）

保全系の緑（-327）

・公園緑地等
・その他

：1,636→１,８91（＋255）
：２,００６→２，198（+192）

・森林
・農地
・河川水面等

：1１,１７８→１１,313（ ＋135 ）
：２,９７３→２,469（-504）
：１,０７１→１,113（ ＋42 ）

１０,８０９ １１,133

永続性のある緑（＋324）
・公園緑地等
・農地
・その他

：１,５３３→１,752（＋21９）
：１,６８１→１,６49（－３2）
：7,595→7,732（+137）（ha）
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現況を踏まえた課題

施策の方向性

みどり

博多湾

生物多様性

 生物多様性の保全、回復、創出
 多様な主体との連携・協働の促進
 効果的な普及啓発の推進
 市民・事業者の行動変容の促進  緑の保全

 緑化の推進

【生物多様性】
○ ネイチャーポジティブの実現に向けて、多様な主体が連携して取組みを推進できる仕組みを構築し、生物多様性の価値の認識やネイチャーポジ

ティブ経済を広く社会に浸透させ行動につなげていくための取組みが必要。
○ 国の「30by30目標」を達成するためには、市有地及び民間が所有・管理する土地の自然共生サイト登録を進めることが必要。
○ 生物多様性の保全につながる行動をしている市民の割合は低い傾向にあるが、生物多様性に配慮した行動をしたいという市民ニーズは一定

あり、具体的行動を後押しする取組みが必要。
○ 生物多様性の保全につながる製品やサービス等を展開する事業者等への支援が必要。

【博多湾】
○ 全リンについて、環境基準は達成しているものの、リン不足が懸念されており、生物多様性・生物生産性の観点を踏まえた適正な水質保全が

必要。
○ 貧酸素が継続して発生しており、生物の生息・生育環境の確保に向けて、貧酸素改善の取組みが必要。

○ 市民の親水空間や生物の生息・生育の場として良好な環境を保全していくことが必要。

【みどり】
○ 緑の総量は維持しているが、今後の人口増加見込みに伴う農地等の減少が想定されるため、緑の創出等による総量維持の取組みが必要。
〇 緑に対する市民の親しみや魅力の向上、気候変動対応、生物多様性確保等の課題解決のため、緑の質的向上を図る取組みが必要。

３.  福岡市の環境の現況・課題 （自然共生）
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 生物多様性・生物生産性の観点を踏まえた
適正な水質保全

 生物の生息・生育環境の保全、創出
 多様な主体と連携した環境保全活動の推進



大気・アスベスト

◆ 二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化炭素、浮遊粒子状物質、PM2.5について、全ての測定局で環境基準を達成。
◆ 光化学オキシダントは全ての測定局で環境基準を非達成。
◆ アスベスト対策について、令和３年度から規制対象となった解体工事等への監視を強化。

PM2.5濃度の年平均値大気環境基準達成状況（R5）○：達 成
×：非達成

二
酸
化
硫
黄

二
酸
化
窒
素

一
酸
化
炭
素

浮
遊
粒
子
状
物
質

微
小
粒
子
状
物
質

光
化
学
オ
キ
シ
ダ
ン
ト

香椎 - ○ - ○ ○ ×

東 - ○ - ○ - ×

吉塚 ○ ○ - ○ ○ ×

春吉
※ ○ ○ - ○ ○ ×

南 - ○ - ○ - ×

長尾 - ○ - ○ ○ ×

祖原 ○ ○ - ○ - ×

元岡 - ○ - ○ ○ ×

千鳥橋 - ○ - ○ ○ -

比恵 - ○ - ○ - -

天神 ○ ○ ○ ○ - -

大橋 - ○ - ○ ○ -

別府橋 - ○ - ○ - -

西新 - ○ - ○ ○ -

石丸 - ○ - ○ ○ ×

今宿 - ○ - ○ - -

一
般
環
境
大
気
測
定
局

（
８
局

）
自
動
車
排
出
ガ
ス
測
定
局

（
８
局

）

測　定　局

アスベスト対策（R5）
○ 特定粉じん（アスベスト）排出等作業における監視指導状況

○ 一般環境測定の実施

適切な飛散防止措置の実施を確認
特定粉じん排出等作業実施届出件数：45件
立入検査件数：届出対象 51件

届出対象外 250件
作業時の測定件数：64件

大気中のアスベスト濃度について調査を実施
調査の結果、0.087～0.34本/L（総繊維濃度）と
健康影響はないとされる値であった。

３.  福岡市の環境の現況・課題 （生活環境）
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Sheet1

		測　定　局				二酸化硫黄		二酸化窒素		一酸化炭素		浮遊粒子状物質		微小粒子状物質		光化学オキシダント

		一般環境大気測定局（８局） キョク		香椎		-		○		-		○		○		×

				東		-		○		-		○		-		×

				吉塚		○		○		-		○		○		×

				春吉※ ハルヨシ		○		○		-		○		○		×

				南		-		○		-		○		-		×

				長尾		-		○		-		○		○		×

				祖原		○		○		-		○		-		×

				元岡		-		○		-		○		○		×

		自動車排出ガス測定局（８局） キョク		千鳥橋		-		○		-		○		○		-

				比恵 ヒエ		-		○		-		○		-		-

				天神		○		○		○		○		-		-

				大橋		-		○		-		○		○		-

				別府橋		-		○		-		○		-		-

				西新		-		○		-		○		○		-

				石丸 イシマル		-		○		-		○		○		×

				今宿		-		○		-		○		-		-





Sheet2

		





Sheet3

		







水質・騒音

◆ 河川の水質について、11水系14河川の環境基準19地点で調査を実施し、BODは全ての地点で環境基準を達成。
◆ 自動車騒音は、主要幹線道路529区間の沿道の住居等における騒音を評価。95.5%の住居等で環境基準を達成。
◆ 公害苦情相談件数の総数は561件。騒音の相談苦情が最多（306件）で、半数以上を占めている。

自動車騒音の環境基準の達成率

R5 公害苦情相談件数内訳（福岡市統計書）

BOD

唐の原川 浜田橋 ○

名島橋 ○

雨水橋 ○

須恵川 休也橋 ○

宇美川 塔の本橋 ○

千鳥橋 ○

金島橋 ○

板付橋 ○

那の津大橋 ○

住吉橋 ○

塩原橋 ○

樋井川 旧今川橋 ○

金屑川 飛石橋 ○

室見川 室見橋 ○

名柄川 興徳寺橋 ○

十郎川 壱岐橋 ○

七寺川 上鯰川橋 ○

江の口川 玄洋橋 ○

瑞梅寺川 昭代橋 ○

那珂川

測　定　地　点

多々良川

御笠川

主要河川の水質状況（R5） ○：達 成
×：非達成

大気汚染 76件

水質汚濁 47件

騒音 306件

振動 20件

悪臭 106件

その他 6件

総数
561件

３.  福岡市の環境の現況・課題 （生活環境）

56

95.3
基準値

100
目標値

95.5

80

100

H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

（％）


Sheet1

		測　定　地　点 チテン				BOD

		唐の原川 トウハラカワガワ		浜田橋 ハマダバシ		○

		多々良川 タタラガワ		名島橋 ナジマバシ		○

				雨水橋 アモウズバシ		○

		須恵川 スエガワ		休也橋 キュウヤバシ		○

		宇美川 ウミガワ		塔の本橋 トウモトバシ		○

		御笠川 ミカサガワ		千鳥橋 チドリバシ		○

				金島橋 カナシマバシ		○

				板付橋 イタヅケバシ		○

		那珂川 ナカガワ		那の津大橋 ナツオオハシ		○

				住吉橋 スミヨシバシ		○

				塩原橋 シオバルバシ		○

		樋井川 ヒイガワ		旧今川橋 キュウイマガワバシ		○

		金屑川 カナクズガワ		飛石橋 トビイシバシ		○

		室見川 ムロミガワ		室見橋 ムロミバシ		○

		名柄川 メイエカワ		興徳寺橋 コウトクジバシ		○

		十郎川 ジュウロウガワ		壱岐橋 イキバシ		○

		七寺川 ナナデラガワ		上鯰川橋 カミナマズガワバシ		○

		江の口川 エクチガワ		玄洋橋 ゲンヨウバシ		○

		瑞梅寺川 ズイバイジガワ		昭代橋 ショウダイバシ		○





Sheet2

		





Sheet3

		







現況を踏まえた課題

施策の方向性

騒音・振動

 土壌汚染対策の推進
 化学物質対策の推進

大気

 発生源対策の推進
 大気環境の保全
 アスベスト対策の推進

 公共用水域の保全
 地下水の保全

水質 土壌等

 騒音・振動対策の推進

【大気・アスベスト】
○ 二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化炭素、浮遊粒子状物質、PM2.5について、全局で環境基準を達成。一方で、光化学オキシダント

は全局で環境基準が非達成（全国の環境基準達成状況：一般局0.1%、自排局0%）となっており、引き続き発生源対策等の推進が
必要。

○ アスベスト使用の可能性がある建築物の解体工事が、今後も全国的に増加することが予測されており、引き続きアスベスト除去や
解体等工事からの飛散防止に係る対策の推進が必要。

【水質】
○ 河川における環境基準（BOD）は達成しているが、河川において油等の水質事故が発生することがあり、引き続き関係機関

と連携した水質事故への対応が必要。
【騒音】

○ 自動車騒音の環境基準達成状況について、一部未達成区間が存在しており、関係機関等と連携しながら交通流対策や道路構造
対策等、計画的総合的な対策が必要。

○ 公害苦情相談件数の半数以上が騒音苦情であり、引き続き事業者等への適切な対応が必要。

３.  福岡市の環境の現況・課題 （生活環境）
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3. 福岡市の環境の現況・課題 （環境教育等）

環境行動を担う人材の育成

◆ 環境活動の担い手である市民団体・学校・事業者等あらゆる主体や年代に対する環境教育や学習を推進。

○環境わくわく出前授業（講師派遣事業）

出前授業の様子

環境学習プログラム集を基に環境の専門的知識や経験を備えた
「環境教育・学習人材リスト」登録者等を講師として学校等へ派遣し、
授業を実施。 実施回数：40回

わたしたちのまちの環境 ごみとわたしたち

・環境学習教材として、小学校４年生及び５年生向けの副読本を作成。
小学校４年生向け「ごみとわたしたち」（17,000冊）、
小学校５年生向け「わたしたちのまちの環境」（17,000冊）を配布。

○環境教育副読本

58

○清掃工場見学
・環境学習の一環として、小学校４年生を対象とした清掃工場の見学
を受け入れ。 （延べ27校、見学者1,800人）



◆ 市民や事業者等が主体的に取組む環境保全活動を全市に広げていくため、各主体の表彰や活動への助成を実施。

○福岡市環境行動賞

・本市の環境保全・創造に貢献し、
顕著な功労・功績のあった個人・団体・学校・事業者を表彰

・直近では令和４年度に第11回表彰対象者の表彰式を実施
表彰件数：94件(大賞：1件、最優秀賞：4件、
優秀賞：6件、特別賞：2件、みらいチャレンジ賞：3件、
奨励賞78件）

○未来へつなげる環境活動支援事業

市民・事業者の自主的な活動等に対する支援

受賞者による活動紹介第11回環境行動賞表彰式

市民団体やＮＰＯ法人などが自ら考え企画し、主体的に
取り組む環境活動（地球温暖化対策、ごみ減量・３Ｒ、
自然環境保護、環境美化、環境教育・ＳＤＧｓの普及啓発等）
に対し、補助金等の財政支援及び広報支援を実施。
令和５年度補助件数：14件（前回14件） 補助団体の活動の様子

（コンポスト講座）
補助団体の活動の様子

（自然観察）

3. 福岡市の環境の現況・課題 （環境教育等）
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◆近隣自治体と環境施策の幅広い分野で連携・協力し、情報交換や啓発事業等を実施。

○ECOチャレンジ応援事業 ○河川流域等一斉清掃

福岡都市圏における連携

・令和５年９月～11月に、春日市・那珂川市・古賀市・
宗像市・糸島市・福岡市の６市で連携した清掃活動を
実施。

・延べ15,000名が参加。

3. 福岡市の環境の現況・課題 （広域連携）
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【福岡市】

【参加市】

・市民の脱炭素行動に対して、交通系ICカードポイントを付与
・R6参加自治体
（大野城市、宗像市、古賀市、志免町、新宮町）



◆ 廃棄物埋立技術「福岡方式」に係る技術協力をはじめ、アジア・太平洋地域を中心に環境分野における国際協力を展開。

○福岡方式グローバルネットワーク（FMGN）事業

≪令和５年度の実施事業≫
・FMGNオンラインセミナー シリーズ１（９月）
・国内技術者研修 （10月・11月）
・COP28セミナー （12月） ※下記参照
・FMGNオンラインセミナー シリーズ２（２月）

○COP28セミナーの開催

国際環境協力の推進

国内技術者研修

・2023年11月～12月にアラブ首長国連邦・ドバイ市で開催されたCOP28に
おいて、環境省と共催で、COP28セミナー「世界の埋立地から排出されるメタン
ガスを削減する！～福岡方式の可能性を探る～」をジャパンパビリオンで開催。

3. 福岡市の環境の現況・課題 （広域連携）

COP28セミナー 61

オンラインセミナー
（シリーズ１）



◆ 2040年度チャレンジ目標の達成には、事業者の率先的な取組みが必要不可欠であり、民間活力により行政課題の解決に
繋がる取組みや先進的技術の社会実装を支援するなど、公民連携を推進。

○ 消費エネルギーゼロでCO2を削減 放射冷却素材『SPACECOOL』の実証実験
太陽光と大気からの熱をブロックし熱を放射する特性を持つフィルム『SPACECOOL』をメガソーラー発電所に設置す
る２つのパワーコンディショナー※ルーム（以下、パワコンルーム）の内、１つの天面と側面に設置し、パワコンルームの冷
却に使用したエアコンの電力量を比較することで、本製品による省エネ効果及び温室効果ガスの削減効果を確認。

公民連携の推進

※太陽電池で発電した直流電気を家庭やビル等で使える交流電気に変換する機器

大原メガソーラー発電所

パワコンルーム

※実施事業者：SPACECOOL株式会社

『SPACECOOL』
貼付

エアコンによる
温度減エアコンによる

温度減

SPACECOOL
による温度減

←設定温度

ゼロエネルギー
で温度低減

パワコンルーム

3. 福岡市の環境の現況・課題 （事業者連携）
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○ 金融機関と連携で企業の脱炭素経営を促進

・ 事業者の脱炭素への取り組みを支援する金融商品（ｻｽﾃｨﾅﾋﾞﾘﾃｨ・ﾘﾝｸ・ﾛｰﾝ）への補助を実施し脱炭素経営
を後押し。

・ また、その取組みについて金融機関と連名で宣言書を作成・交付するとともに、市HP等で広報し脱炭素経営の
機運を醸成。

公民連携の推進

政令市初
事業の概要

3. 福岡市の環境の現況・課題 （事業者連携）
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事業イメージ 宣言書イメージ



○ 再エネ100%電気を使ったEVによるカーシェアリングの実施

民間事業者と協働して、市有施設で再エネ100%電気を使ったEVによるカーシェアリングを実施。

公民連携の推進

実施場所：西部地域交流センター「さいとぴあ」（西区西都２-１-１）内
事業内容：電気自動車２台（日産リーフ）によるカーシェアリング

協働事業者：タイムズモビリティ株式会社

再エネ
100％電気
で充電

役割分担：

・EVカーシェアリングの企画
・配置場所、充電設備
・再エネ100％電気 の提供

・ＥＶカーシェアリングの実施
（車両配置、サービス運営）

・配置場所の使用料
・充電にかかる電気代

×
の支払い

事業の概要

3. 福岡市の環境の現況・課題 （事業者連携）
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公民連携の推進

○ 中小企業における脱炭素経営サポート事業（経済観光文化局）

○ 福岡グリーンイノベーションチャレンジ（経済観光文化局）

市内中小企業のカーボンニュートラルに資する製品・サービス開発等を支援
【令和５年度実績】
・株式会社エース・ウォーター：省エネルギー型輻射式空調設備
・オングリットホールディングス株式会社：インフラ監視システム
・日本乾溜工業株式会社：マイクロ波を用いた竹チップの乾燥

専門家による伴走支援
温室効果ガス排出量計測を21社支援
うち4社に対し、脱炭素経営の実現に
向けた戦略策定等の支援を実施

セミナーの開催
• 「中小企業向け脱炭素

経営セミナー」として、
カーボンニュートラルの基
礎知識などを解説

• 温室効果ガス排出量算
定ツールを用いて、CO2
排出量を算定し、見える
化を体験

3. 福岡市の環境の現況・課題 （事業者連携）

65

事例報告会の開催
戦略策定等支援の取組事例
を発表することで優良事例の
共有化を図った



公民連携の推進

○ スーパーマーケットにおける食用油の回収

イオン九州株式会社と連携し、スーパーマーケット４店舗に新たに回収ボックスを設置し、家庭から出る食用油を回収する
取組みを開始（R6.５～）。回収した油はバイオディーゼル燃料（BDF）に再生し、トラックなどで利用される。

回収ボックス設置場所

・イオンモール香椎浜店
・イオンマリナタウン店
・イオンモール福岡伊都店
・イオンショッパーズ福岡店

回収対象

常温で液体の植物系の油

（例）サラダ油、ごま油、米油、オリーブオイル、
なたね油、ひまわり油、大豆油など

○ 小売店と連携した雑がみリサイクルの広報・啓発

雑がみのリサイクルを推進するため、雑がみの種類や出し方など「雑がみリサイクル」の認知度向上を目的としたキャンペーン
（KAMI HOME！）を無印良品・イオン九州・九大伊都蔦屋書店と連携して実施。

3. 福岡市の環境の現況・課題 （事業者連携）
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取組内容

・協力店舗でお買い物をされた方に、雑がみの種類や出し方が分かる・
集めて出せる紙袋「雑がみ回収促進袋」（オリジナルデザイン）を
ショッピングバッグとして無料配布

・福岡市と協力店舗が、雑がみリサイクルについて共通の啓発物
（ポスター・デジタルサイネージ等）で啓発を実施



現況を踏まえた課題

施策の方向性

広域連携

環境教育等

 環境教育・学習の推進、人材育成の推進
 効果的な情報発信・広報啓発
 あらゆる主体との共働・連携の促進

 公民連携の推進
 先進技術の導入支援
 環境経営の促進

事業者連携

 国際環境協力の推進

 関係機関等との連携促進

【環境教育等】
○ 環境問題は複雑化・深刻化しており、その解決に向けては、市民・事業者等の環境に関する理解を深め、一人ひとりが具体的行動

を実践することが重要であり、あらゆる主体・世代への環境教育・学習を一層推進することが必要。
○ エシカル消費（「エコマーク」「FSC・MSC」「フェアトレード」等）の普及啓発等、多様な環境問題や社会課題に関して、

市民・事業者等へ気付きを与え、実践行動を後押し・促進する取組みを一層推進していくことが必要。
○ 従来の広報啓発手法（HP・リーフレット等）では、市民・事業者等の行動変容に十分繋がっていないため、

多様な手法や媒体を活用し、社会全体へのアプローチを強化していくことが必要。
【広域連携】
○ 福岡方式を活用した国際貢献・協力は、途上国の環境改善に繋がるだけでなく、メタンガスの排出を抑制し、脱炭素社会の実現

にも大きく寄与するため、引き続き関係機関と連携しながら、福岡方式の更なる普及促進が必要。
○ 福岡方式の施工・維持管理に係る経験を有する人材が少なく、国内外の技術者の人材育成を図り、適正な福岡方式の

技術移転を進めることが必要。

【事業者連携】
○ 社会環境の変化や市民ニーズの多様化等に伴い、行政だけでは解決が困難な課題や民間の力を用いた方が効果的な課題が

顕在化しており、公民連携を一層推進し、課題解決につなげることが必要。
○ 環境問題の解決に資する新たな技術・サービスが登場しているが、コスト面のハードル等により、活用が十分に広がっていないため、

行政が主導して、先進的技術・サービスの社会実装を後押ししていくことが必要。

3. 福岡市の環境の現況・課題 （分野横断型施策）

67 環境影響評価の推進アセス
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